
上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

株 主 各 位

第91回定時株主総会招集ご通知
その他の電子提供措置事項(交付書面省略事項)

事業報告の「新株予約権等の状況」
事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
連結計算書類の「連結注記表」

計算書類の「株主資本等変動計算書」
計算書類の「個別注記表」

（2024年６月１日から2025年５月31日まで）



株式会社オオバ2011年度新株予約権 株式会社オオバ2012年度新株予約権
発行決議日 2011年8月25日 2012年8月30日
新株予約権の数 11個 8個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　11,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　 8,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり82,000円 1個当たり131,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2011年9月9日から
2041年9月8日まで

2012年9月14日から
2042年9月13日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　11個 新株予約権の数　　　　　　　 8個
目的となる株式数　　　　11,000株 目的となる株式数　　　　 8,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 0個
目的となる株式数　　　　　　 0株 目的となる株式数　　　　　　 0株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 0名

新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2025年5月31日現在）

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2011年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2012年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2013年度新株予約権 株式会社オオバ2014年度新株予約権
発行決議日 2013年8月29日 2014年8月28日
新株予約権の数 32個 38個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　32,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　38,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり172,000円 1個当たり314,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2013年9月13日から
2043年9月12日まで

2014年9月12日から
2044年9月11日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　32個 新株予約権の数　　　　　　　38個
目的となる株式数　　　　32,000株 目的となる株式数　　　　38,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 0個
目的となる株式数　　　　　　 0株 目的となる株式数　　　　     0株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 0名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2013年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2014年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2015年度新株予約権 株式会社オオバ2016年度新株予約権
発行決議日 2015年8月27日 2016年8月25日
新株予約権の数 24個 30個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　24,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　30,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり471,000円 1個当たり332,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2015年9月11日から
2045年9月10日まで

2016年9月12日から
2046年9月11日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　24個 新株予約権の数　　　　　　　30個
目的となる株式数　　　　24,000株 目的となる株式数　　　　30,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 0個
目的となる株式数　　　　     0株 目的となる株式数　　　　     0株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 0名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2015年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2016年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2017年度新株予約権 株式会社オオバ2018年度新株予約権
発行決議日 2017年8月24日 2018年8月28日
新株予約権の数 40個 42個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　40,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　42,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり434,000円 1個当たり538,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2017年9月14日から
2047年9月13日まで

2018年9月13日から
2048年9月12日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　40個 新株予約権の数　　　　　　　42個
目的となる株式数　　　　40,000株 目的となる株式数　　　　42,000株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 3名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 0個
目的となる株式数　　　　     0株 目的となる株式数　　　　     0株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 0名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2017年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2018年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2019年度新株予約権 株式会社オオバ2020年度新株予約権
発行決議日 2019年8月27日 2020年8月28日
新株予約権の数 47個 45個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　47,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

普通株式　　　　　45,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 1個当たり531,000円 1個当たり729,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり1,000円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2019年9月13日から
2049年9月12日まで

2020年9月17日から
2050年9月16日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　47個 新株予約権の数　　　　　　　45個
目的となる株式数　　　　47,000株 目的となる株式数　　　　45,000株
保有者数　　　　　　　　　　 3名 保有者数　　　　　　　　　　 3名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 0個 新株予約権の数　　　　　　　 0個
目的となる株式数　　　　     0株 目的となる株式数　　　　     0株
保有者数　　　　　　　　　　 0名 保有者数　　　　　　　　　　 0名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2019年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2020年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2021年度新株予約権 株式会社オオバ2022年度新株予約権
発行決議日 2021年8月26日 2022年8月26日
新株予約権の数 453個 661個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　45,300株
（新株予約権1個につき100株）

普通株式　　　　　66,100株
（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 1個当たり80,300円 1個当たり60,000円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2021年9月16日から
2051年9月15日まで

2022年9月15日から
2052年9月14日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　428個 新株予約権の数　　　　　　607個
目的となる株式数　　　　42,800株 目的となる株式数　　　　60,700株
保有者数　　　　　　　　　　 3名 保有者数　　　　　　　　　　 4名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 25個 新株予約権の数　　　　　　  54個
目的となる株式数　　　　 2,500株 目的となる株式数　　　　  5,400株
保有者数　　　　　　　　　　 1名 保有者数　　　　　　　　　　 2名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2021年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2022年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2023年度新株予約権 株式会社オオバ2024年度新株予約権
発行決議日 2023年8月25日 2024年8月23日
新株予約権の数 597個 537個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　59,700株
（新株予約権1個につき100株）

普通株式　　　　　53,700株
（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 1個当たり80,000円 1個当たり79,200円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2023年9月14日から
2053年9月13日まで

2024年9月12日から
2054年9月11日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　549個 新株予約権の数　　　　　　461個
目的となる株式数　　　　54,900株 目的となる株式数　　　　46,100株
保有者数　　　　　　　　　　 4名 保有者数　　　　　　　　　　 4名

社 外 取 締 役
新株予約権の数　　　　　　　 48個 新株予約権の数　　　　　　  76個
目的となる株式数　　　　 4,800株 目的となる株式数　　　　  7,600株
保有者数　　　　　　　　　　 2名 保有者数　　　　　　　　　　 4名

（注）１. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2023年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
２. a.各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　b.新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
　　c.その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2024年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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株式会社オオバ2024年度新株予約権
発行決議日 2024年8月23日
新株予約権の数 403個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式　　　　　40,300株
（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 1個当たり79,200円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権1個当たり100円
（1株当たり1円）

権利行使期間 2024年9月12日から
2054年9月11日まで

行使の条件 （注）

使 用 人 等 へ の
交 付 状 況 当 社 使 用 人

新株予約権の数　　　　 403個
目的となる株式数　　40,300株
交付者数　　　　　　　　21名

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

（注）１. 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
２. 新株予約権者は、株式会社オオバの執行役員及び理事の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使することができる。
３. その他の行使の条件は、「株式会社オオバ2024年度新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当する事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（業務の適正を確保するための体制）
当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
ⅰ. 当社及び当社子会社の全ての役職員は、「役職員行動規範」及び「コンプライアンス規程」に従い、法令
及び定款を遵守し、高い倫理観を堅持して適正に業務遂行にあたる。

ⅱ. 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、法令義務違反が発生した場合または発生する恐れのある場合
は厳正な調査を行い、客観的な事実関係を見極め、その問題点及び責任の所在を明確にしたうえで、適切
な処理方法の選択に努めるとともに、再発防止を図る。

ⅲ. 当社は、内部通報制度を整備し、全ての役職員の職務執行における法令義務違反について早期発見と是正
を図る。

ⅳ. 取締役会は、その決議をもって、法令や定款に定める事項、業務執行の意思決定を行うとともに、取締役
の業務執行を監督する。

ⅴ. 監査役は、取締役会への出席や監査役監査により取締役の職務執行を監督し、法令や定款に違反する事態
を防止するよう努める。

ⅵ. 内部統制室は、「内部監査規程」に基づき内部監査を適切に実施し、当社及び当社子会社の業務が、法
令、定款に準拠して適切に実施されているかを定期的に監査し、経営の健全性及び効率性の向上を図る。

② 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ⅰ. 当社は、取締役会議事録や重要事項に関する稟議書等の取締役の職務執行に関する情報（文書または電磁

的記録）について、法令及び「文書管理規程」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を行う。
ⅱ. 当社は、「情報セキュリティ基本方針」を定め、これに従って情報セキュリティの向上に努める。
ⅲ. 個人情報に関しては、「個人情報保護方針」に従って保有する個人情報の適切な取扱い、保存及び管理を

行う。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社及び当社子会社の業務遂行に伴うリスクについては、当社グループ全体の「リスク管理基本規程」を定
め、当社グループに関わるリスクの識別、分析、評価に基づき適切な対応を行う。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ. 当社は、原則として月1回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令や定

款に定める事項、業務執行の重要事項に関する決議を行う。
ⅱ. 当社は、各組織の職務分掌と各職位の責任と権限を「組織・業務分掌・職務分掌及び職務権限規程」によ

り明確化し、業務の組織的かつ能率的な運営を図る。また、執行役員制度を導入し、経営の迅速化を図
る。
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⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（子会社の取締役
等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を含む）
ⅰ. 当社は、グループ経営における業務の適正かつ効率的運営を確保するため、「役職員行動規範」を定めて
いるほか、当社子会社の経営意思決定に係る重要事項については、稟議手続きを通じて当社に報告され、
当社の取締役会において審議決裁が行われる。また、「内部通報に関する規程」を定め、当社及び当社子
会社の役職員からの相談・通報の窓口を設ける。

ⅱ. 当社は、グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の構築、評価及び報告に
関して適切な運営を図り、必要な是正を行う。また、当社子会社の経営基本事項に関する指導及び管理、
その他重要事項の処理及び調整を行い、グループとしての総合的な発展を図る。

ⅲ. 当社は、グループ連結予算に基づく業績管理により、子会社の業務執行の状況を適切に把握、管理する。
ⅳ. 当社は、グループの反社会的勢力排除に向けた基本方針として、「反社会的勢力対策規程」を定め、周知

徹底を図る。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の設置について、監査役から要請があった場合は、速やかに適切な
人員配置を行う。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
ⅰ. 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役の指示した業務について

は、必要な情報の収集権限を有し、監査役以外の者からの指揮命令は受けない。
ⅱ. 監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動・人事評価等については、あらかじめ監査役会の同意を要す
る。

⑧ 監査役への報告に関する体制
ⅰ. 当社の取締役及び業務執行を担当する執行役員は、監査役の出席する取締役会・経営会議等の重要な会議

において随時その担当する業務の執行状況の報告を行う。
ⅱ. 当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社

グループに著しい損害を及ぼす恐れがある事実について、発見次第、直ちに当社の監査役または監査役会
に対し報告を行う。

ⅲ. 当社及び当社子会社の内部通報制度の担当部署は、当社グループの役員及び使用人からの内部通報状況に
ついて、定期的に当社監査役に対して報告を行う。
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⑨ 監査役に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
当社は、前項に従い当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨当社グループの役員及び使用人に周知徹底す
る。

⑩ 監査役の職務執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行につい
て生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が当社に対してその職務の執行について生じる費用の前払いまたは支出した費用等の償還、負
担した債務の弁済を請求したときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監
査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じる。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ. 代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監査役監査の環境の整備の状
況、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

ⅱ. 当社は、監査役会が、独自に弁護士との顧問契約を締結し、または、必要に応じて専門弁護士、公認会計
士の助言を受ける機会を保障する。

（体制の運用状況の概要）
内部統制につきましては、内部統制システムの整備及び運用状況のモニタリングを定期的に実施し、取締役会
がその内容を確認しております。
業務の適正を確保するための体制の運用につきましては、コンプライアンスの徹底、監査役への報告に関する
体制強化の観点から、取締役、監査役及び全ての従業員が必要な情報を共有するとともに、重要なリスクにつ
いて経営のマネジメントサイクルの中で統制し、リスクの低減を図っております。
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連結株主資本等変動計算書 （2024年6月1日から2025年5月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 2,131,733 532,933 8,638,607 △640,983 10,662,290
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △638,473 △638,473
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,334,261 1,334,261
自己株式の取得 △172,903 △172,903
自己株式の処分 △2,160 36,133 33,973
自己株式の消却 △171,913 171,913 －
利益剰余金から資本剰余金
への振替 174,073 △174,073 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 521,714 35,142 556,857
当期末残高 2,131,733 532,933 9,160,322 △605,840 11,219,148

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計そ の 他 有

価 証 券 評
価 差 額 金

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当期首残高 761,649 784,768 1,546,417 415,662 12,624,370
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △638,473
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,334,261
自己株式の取得 △172,903
自己株式の処分 33,973
自己株式の消却 －
利益剰余金から資本剰余金
への振替 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △13,490 △40,439 △53,930 40,530 △13,399

連結会計年度中の変動額合計 △13,490 △40,439 △53,930 40,530 543,457
当期末残高 748,159 744,328 1,492,487 456,192 13,167,828
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
連結子会社の数 ４社
主要な連結子会社の名称 近畿都市整備㈱

日本都市整備㈱
東北都市整備㈱
オオバ調査測量㈱

2. 持分法の適用に関する事項
　該当する事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を採用しておりま
す。
　ただし、同決算日から連結決算日５月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成業務支出金 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。
② 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等 時価法によっております。
以外のもの （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
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建物（建物附属設備を除く） 定額法によっております。
連結子会社は定率法によっております。

建物（建物附属設備を除
く）以外の有形固定資産

定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ
ております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年均等償却してお
ります。

① 退職給付見込額の期間帰属
　 方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用
　 処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

③ 小規模企業等における簡便
　 法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

② 無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

③ 長期前払費用 均等償却しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。
③ 受注損失引当金 受注契約に係る損失に備えて、当連結会計年度末における損失見込額を計上しております。
④ 株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見込まれる額を計

上しております。

（4）退職給付に係る負債の計上基準

（5）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　主として、工事契約については履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認
識しており、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、工事原価総額に対する発生原価の割合に基づき算定しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 1,688,729千円

〔会計方針の変更に関する注記〕
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書き
に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下
「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの
見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。

なお、連結計算書類に与える影響はありません。

〔会計上の見積りに関する注記〕
（工事契約における収益認識）
会計上の見積りにより当期に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼ
す可能性があるものは、次のとおりです。
（1）当連結会計年度に計上した金額

履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり認識した売上高　　　　　　　　　　16,762,499千円
（うち、期末に進行中の案件に係る売上高　　　　　　　  6,001,978千円）

（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
工事契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗率に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しており、

履行義務の充足に係る進捗度の見積もりは、工事原価総額に対する発生原価の割合に基づき算定しております。
収益の認識にあたり、工事原価総額の変動は、履行義務の充足に係る進捗度の算定に影響を与えるため、期末日における工事原

価総額を合理的に見積もる必要がありますが、工事は一般に長期にわたることから、当該見積りは、今後の工事の進捗に伴い、
施工中の設計変更や人件費、外注費等の変動等によって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の業績に影響を与える可能
性があります。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
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当連結会計年度期首株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末株式数
（株）

発行済株式
普通株式（注）1 17,000,000 － 250,000 16,750,000

自己株式
普通株式（注)２,３ 1,006,617 165,810 305,400 867,027

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
（親会社）

ストック・オプション
としての新株予約権 － － － － － 456,192

合計 － － － － － － 456,192

2011年度新株予約権 2012年度新株予約権 2013年度新株予約権 2014年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 11,000株 8,000株 32,000株 38,000株

新株予約権の残高 11個 8個 32個 38個

2015年度新株予約権 2016年度新株予約権 2017年度新株予約権 2018年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 24,000株 30,000株 40,000株 48,000株

新株予約権の残高 24個 30個 40個 48個

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 発行済株式の普通株式の減少250,000株は、自己株式の消却によるものであります。
２. 自己株式の普通株式の増加165,810株は、取締役会決議による取得による増加165,800株及び単元未満株式の買取りに

よる増加10株であります。
３. 自己株式の普通株式の減少305,400株は、自己株式の消却による減少250,000株及びストック・オプションの行使によ

る減少55,400株であります。

2. 新株予約権等に関する事項

3. 当連結会計年度末における新株予約権に関する事項
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2019年度新株予約権 2020年度新株予約権 2021年度新株予約権 2022年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 68,000株 66,000株 76,200株 111,500株

新株予約権の残高 68個 66個 762個 1,115個

2023年度新株予約権 2024年度新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 107,000株 94,000株

新株予約権の残高 1,070個 940個

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年８月23日
定時株主総会 普通株式 319,867 20.0 2024年５月31日 2024年８月26日

2025年１月10日
取締役会 普通株式 318,605 20.0 2024年11月30日 2025年２月4日

（予定） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年８月26日
定時株主総会 普通株式 349,425 利益剰余金 22.0 2025年５月31日 2025年８月27日

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。

4. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
次のとおり決議を予定しております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 受取手形、売掛金及び契約資産 7,548,943

貸倒引当金（△） △44,534

差　引 7,504,408 7,185,686 △ 318,722

(２) 投資有価証券

その他有価証券 1,469,551 1,469,551 －

〔金融商品に関する注記〕
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については余裕資金の範囲内に限定し、また、資金調達については銀行借入及び無担保社債の発
行により行う方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制
　営業債権（受取手形、売掛金及び契約資産）は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建営業債権は為替変動リスクに晒
されております。当社グループは与信管理をすべて社長決裁としており、取引先の信用状況をすべて本社で把握する体制をと
っております。投資有価証券のほとんどが株式であり、市場の価格変動リスクに晒されております。投資有価証券の運用は、
「有価証券の運用及び売買損益の会計処理に関する内規」に従い限定的なリスクの範囲内で行っております。上場株式につい
ては、毎月時価の把握を行っております。
　営業債務（買掛金）は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。資金調達は当社が行っており、短期借入金は主に営業
取引に係る資金調達のために行い、長期借入金と社債発行は主に設備投資にかかった調達資金の借替えのために行う方針で
す。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2025年５月31日現在（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。また、現金及び預金、買掛金、未払法人税等については、現金であること及び短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

（注）非上場株式156,950千円については、市場価格がないため「(2)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券
　株式 1,461,157 1,461,157
　投資信託 8,394 － － 8,394

資産計 1,469,551 － － 1,469,551

時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

受取手形、売掛金及
び契約資産 － 7,185,686 － 7,185,686

資産計 － 7,185,686 － 7,185,686

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式、上場不動産投資信託は相場価格によっており、活発な市場で取引されているため、レベル1の時価に分類してお
ります。

受取手形、売掛金及び契約資産
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及びリスクを加味した利率を基に割引現
在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時価
2,239,516 2,337,300

区分

財又はサービスの移転の時期

その他 合計一時点で顧客に移転さ
れる財又はサービスか

ら生じる収益

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ

スから生じる収益

建設コンサルタント業務 － 16,126,230 － 16,126,230

地理空間情報業務 － 3,538,502 － 3,538,502

環境業務 － 895,381 － 895,381

まちづくり業務 － 7,616,390 － 7,616,390

設計業務 － 4,075,956 － 4,075,956

事業ソリューション業務  1,239,973 636,269 － 1,876,243

顧客との契約から生じる収益 1,239,973 16,762,499 － 18,002,473

その他の収益（注） － － 94,217 94,217

外部顧客への売上高   1,239,973 16,762,499 94,217 18,096,690

〔賃貸等不動産に関する注記〕
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション等（土地を含む）を有しております。
（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づく金額、その他の

物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額であります。また、当連結会計
年度に新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって時価と
しております。

〔収益認識に関する注記〕
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,628,002 1,403,065
契約資産 4,569,577 6,145,878
契約負債 1,227,872 389,913

１株当たり純資産額 800円33銭
１株当たり当期純利益 83円68銭

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕４.会計方針
に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①顧客との契約から生じた債権、契約資産、契約負債の残高等

（単位：千円）

契約資産は、工事の進捗に応じて認識する収益の対価に関する権利のうち、未請求のものであり、対価に対する権利が請求可
能になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えております。
契約負債は、顧客からの前受金であり、工事の進捗に応じ収益を認識するにつれて取り崩しております。

②残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は、9,327,141千円であります。当該残存履行義務は、概
ね2年以内に収益として認識すると見込んでおります。

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当する事項はありません。
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株主資本等変動計算書 （2024年6月1日から2025年5月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資 本 準 備 金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計別 途 積 立 金 圧 縮 記 帳

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 2,131,733 532,933 － 532,933 800,000 878,766 6,481,117 8,159,884
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △638,473 △638,473
当期純利益 1,283,571 1,283,571
圧縮記帳積立金の取崩 △20,733 20,733 －
自己株式の取得
自己株式の処分 △2,160 △2,160
自己株式の消却 △171,913 △171,913
利益剰余金から資本剰
余金への振替 174,073 174,073 △174,073 △174,073

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － △20,733 491,758 471,024
当期末残高 2,131,733 532,933 － 532,933 800,000 858,032 6,972,876 8,630,909

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合　　計
その他有価証券
評 価
差 額 金

評価・換算差
額 等 合 計

当期首残高 △640,983 10,183,567 759,114 759,114 415,662 11,358,344
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △638,473 △638,473
当期純利益 1,283,571 1,283,571
圧縮記帳積立金の取崩 － －
自己株式の取得 △172,903 △172,903 △172,903
自己株式の処分 36,133 33,973 33,973
自己株式の消却 171,913 － －
利益剰余金から資本剰
余金への振替 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) △14,307 △14,307 40,530 26,223

事業年度中の変動額合計 35,142 506,167 △14,307 △14,307 40,530 532,390
当期末残高 △605,840 10,689,735 744,807 744,807 456,192 11,890,735

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物（建物附属設備を除く） 定額法によっております。
建物（建物附属設備を除く）
以外の有形固定資産

定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によって
おります。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については３年均等償却しており
ます。

個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法によっております。
以外のもの （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

ります。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（2）無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

（3）長期前払費用 均等償却しております。
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① 退職給付見込額の期間帰属
　 方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処
　 理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。

完成工事高及び完成工事原価の
計上基準

主として、工事契約については履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき、
一定の期間にわたり収益を認識しており、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、工事原価
総額に対する発生原価の割合に基づき算定しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

（2）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差
異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しており
ます。

（4）受注損失引当金 受注契約に係る損失に備えて、当事業年度末における損失見込額を計上しております。

（5）株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌事業年度において発生すると見込まれる額を計上し
ております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。

〔会計方針の変更に関する注記〕
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており
ます。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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1．有形固定資産の減価償却累計額 1,587,204千円

（1）短期金銭債権 23,999千円

（2）短期金銭債務 134,450千円

営業取引による取引高
売上高 58,623千円
仕入高 377,774千円

営業取引以外の取引による取引高 50,952千円

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

自己株式
普通株式 (注)１,２ 1,006,617 165,810 305,400 867,027

〔会計上の見積りに関する注記〕
（工事契約における収益認識）

会計上の見積りにより当期に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
があるものは、次のとおりです。
（1）当事業年度に計上した金額

履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり認識した売上高　　　　　　　　　　15,451,241千円
（うち、期末に進行中の案件に係る売上高　　　　　　　  5,900,056千円)

（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表に同一の内容を記載しているため、個別注記表における記載を省略しております。

〔貸借対照表に関する注記〕

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

〔損益計算書に関する注記〕
　関係会社との取引高

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 自己株式の普通株式の増加165,810株は、取締役会決議による取得による増加165,800株及び単元未満株式の買取りによ
る増加10株であります。

２. 自己株式の普通株式の減少305,400株は、自己株式の消却による減少250,000株及びストック・オプションの行使による
減少55,400株であります。
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（繰延税金資産）
貸倒引当金 14,037千円
退職給付信託設定額 101,842
未払事業税 19,678
未払事業所税 3,824
投資有価証券評価損 28,038
減損損失 9,851
新株予約権 143,791
賞与引当金 192,339
資産除去債務 89,573
その他 54,389
繰延税金資産小計 657,368
評価性引当額 △66,627
繰延税金資産合計 590,740

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 301,875千円
前払年金費用 615,642
退職給付信託設定益 60,989
資産除去債務 49,534
圧縮記帳積立金 394,753
未収受取配当金 4,021
繰延税金負債合計 1,426,817
繰延税金負債の純額 836,077千円

法定実効税率 30.62％
（調整）
住民税均等割額 2.49
受取配当金益金不算入 △0.89
交際費等 1.23
税額控除 △2.33
税率変更の影響額 1.17
その他 0.09
税効果会計適用後の法人税等負担率 32.38

〔税効果会計に関する注記〕
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率との差異の原因別内訳
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属 性 会社等の名称
又  は  氏  名

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 日本都市整備㈱ （所有）
直接 100.0％

業務委託
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収

20,000
20,000 － －

属 性 会社等の名称
又  は  氏  名

議決権等の
所有（被所有）

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役 員 及 び
その近親者 大塲　明憲 （被所有）

直接 2.86％ 当社名誉顧問 顧問報酬 12,000 － －

１株当たり純資産額 719円93銭
１株当たり当期純利益 80円50銭

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026年4月1

日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年7月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債につい

ては、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。
この変更による当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。

〔関連当事者との取引に関する注記〕
1．子会社等

（注）貸付利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

2．役員及び個人主要株主等

（注）1．大塲明憲は、当社の代表取締役社長・会長として企業経営に携わってきた実績があり、長年の経験、知見、幅広い人脈等
をもとに、当社に対して助言指導を行っております。

2．顧問報酬額については、当社取締役会において決定しております。

〔収益認識に関する注記〕
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の〔収益認識に関する注記〕に同一の内容を記載

しているため、注記を省略しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
該当する事項はありません。
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